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議案第３５号

包括外部監査契約の締結について

包括外部監査契約の締結について、地方自治法第２５２条の３６１ 提案の理由

第１項の規定により、議会の議決に付すもの

包括外部監査契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告２ 契約の目的

１３，７９３,０００円を上限とする額３ 契約の金額

小林市細野４７０番地１４ 契約の相手方

公認会計士 坂元 隆一郎 （５４歳）
さかもと りゅういちろう

令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで５ 契約の期間
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外部監査制度のイメージ図

【参 考】

○ （ 抜 粋 ）地 方 自 治 法

次に掲げる普通地方公共団体の長は、政令で定めるところによ第２５２条の３６

り、毎会計年度、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者と

締結しなければならない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を聴

くとともに、議会の議決を経なければならない。

一 都道府県

二 政令で定める市

２ 前項第二号に掲げる市以外の市又は町村で、契約に基づく監査を受けることを

条例により定めたものの長は、同項の政令で定めるところにより、条例で定める

会計年度において、当該会計年度に係る包括外部監査契約を、速やかに、一の者

と締結しなければならない。この場合においては、あらかじめ監査委員の意見を

聴くとともに、議会の議決を経なければならない。

３ 前二項の規定による意見の決定は、監査委員の合議によるものとする。

４ 第一項又は第二項の規定により包括外部監査契約を締結する場合には、第一項

各号に掲げる普通地方公共団体及び第二項の条例を定めた第一項第二号に掲げる

市以外の市又は町村（以下「包括外部監査対象団体」という。）は、連続して四

回、同一の者と包括外部監査契約を締結してはならない。

５ 包括外部監査契約には、次に掲げる事項について定めなければならない。

一 包括外部監査契約の期間の始期

二 包括外部監査契約を締結した者に支払うべき監査に要する費用の額の算定方

法

三 前二号に掲げる事項のほか、包括外部監査契約に基づく監査のために必要な

事項として政令で定めるもの

６～８ （略）

議会

③契約議案提出

　　　　　　　④議決

知事

⑤契約の締結

外部監査人

補助執行

　　　　　　②契約案への意見

①意見聴取

 監査事務局長
監査委員
（合議）
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